
ほ け ん

後
期
高
齢
者
医
療
保
険

﹇
黄
色
の
封
筒
で
郵
送
﹈

　

75
歳
以
上
の
方
と
65
歳
以
上
で
一
定
の

障
害
に
よ
り
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連

合
の
認
定
を
受
け
た
方
が
対
象
で
す
。

　
保
険
証
に
は
、
８
月
１
日
に
判
定
し
た
、

１
割
ま
た
は
３
割
の
負
担
割
合
が
記
載
さ

れ
ま
す
。（
表
１
）

※
新
し
い
保
険
証
の
有
効
期
限
は
、
令
和

４
年
９
月
30
日
ま
で
で
す
。

国
民
健
康
保
険

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証

兼
高
齢
受
給
者
証

﹇
世
帯
主
に
水
色
の
封
筒
で
郵
送
﹈

　

70
歳
か
ら
74
歳
の
方
へ
送
付
す
る
国
民

健
康
保
険
被
保
険
者
証
兼
高
齢
受
給
者
証

に
は
、
医
療
費
の
負
担
割
合
が
記
載
さ
れ

て
お
り
、
２
割
ま
た
は
３
割
に
区
分
さ
れ

て
い
ま
す
。（
表
１
）

国
民
健
康
保
険
の
負
担
割
合
が

２
割
に
な
る
可
能
性
が
あ
る
方
へ

　

70
歳
以
上
の
方
で
、
負
担
割
合
が
３
割

の
判
定
と
な
っ
た
方
の
う
ち
、
２
割
に
変

更
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
方
（
表
１
）
へ
、

手
続
き
に
関
す
る
案
内
を
送
付
し
て
い
ま

す
の
で
、
同
封
の
説
明
文
を
参
照
し
手
続

き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

新
し
い
保
険
証
を
７
月
下
旬
に
郵
送
し
ま

す
︒
８
月
に
入
っ
て
も
届
か
な
い
場
合
は
︑

保
健
医
療
課
ま
で
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ

い
︒
有
効
期
限
の
過
ぎ
た
古
い
保
険
証
は
︑

保
健
医
療
課
ま
た
は
各
支
所
に
返
却
す
る

か
︑
ご
自
身
で
廃
棄
し
て
く
だ
さ
い
︒

ま
た
︑
新
し
い
保
険
証
の
記
載
内
容
と
事

実
に
相
違
が
あ
れ
ば
︑
早
め
に
届
け
出
て

く
だ
さ
い
︒

医
療
機
関
で
の
支
払
い
を
軽
減

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

認
定
証

　

医
療
機
関
の
窓
口
で
保
険
証
と
一
緒
に

提
示
す
る
こ
と
に
よ
り
、
食
費
や
居
住
費

の
標
準
負
担
額
、
医
療
費
の
１
カ
月
あ
た

り
の
自
己
負
担
額
が
限
度
額
ま
で
と
な
り

ま
す
。（
表
２
）
原
則
、
申
請
し
た
月
の

初
日
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

認
定
証
の
交
付
を
受
け
る
に
は
、
申
請

が
必
要
で
す
。
保
健
医
療
課
ま
た
は
各
支

所
で
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

※
保
険
料
に
滞
納
が
あ
る
方
は
認
定
で
き

ま
せ
ん
。

※
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
の
認
定
証

は
、
有
効
期
限
が
令
和
５
年
７
月
31
日
ま

で
と
な
り
、
保
険
証
の
有
効
期
限
と
は
異

な
り
ま
す
。

申
請
手
続
き
が
必
要
な
方

○

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
被
保
険
者

・
現
役
並
み
所
得
者
（
Ⅰ
・
Ⅱ
）
に
該
当

す
る
、
今
ま
で
に
認
定
証
の
申
請
を
し

て
い
な
い
方

・
市
民
税
非
課
税
世
帯
に
属
す
る
、
今
ま

で
に
認
定
証
の
申
請
を
し
て
い
な
い
方

○
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者

・
70
歳
以
上
の
被
保
険
者
で
、
現
役
並
み

所
得
者
（
Ⅰ
・
Ⅱ
）
の
世
帯
の
方
お
よ

び
市
民
税
非
課
税
世
帯
の
方
（
同
一
世

帯
の
世
帯
主
を
含
む
）

・
70
歳
未
満
の
被
保
険
者

申
請
が
不
要
な
方

　

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
で
、
今
ま

で
に
認
定
証
の
申
請
を
行
っ
た
方

※
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
の
方
は
、
今

ま
で
に
申
請
を
し
て
い
て
も
必
要
で
す
。

長
期
入
院
に
該
当
す
る
方

　

過
去
12
カ
月
の
期
間
内
の
入
院
日
数
が

合
計
90
日
を
超
え
、
そ
の
間
が
非
課
税
世

帯
の
場
合
は
、
標
準
負
担
額
が
さ
ら
に
減

額
と
な
り
ま
す
。（
表
２
）

　

次
の
①
ま
た
は
②
に
該
当
す
る
と
思
わ

れ
る
方
は
、
医
療
機
関
が
発
行
し
た
領
収

書
な
ど
入
院
日
数
が
確
認
で
き
る
も
の
を

持
参
し
て
、
７
月
29
日
㈮
ま
で
に
保
健
医

療
課
ま
た
は
支
所
で
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

①
国
民
健
康
保
険

　
認
定
区
分
が
オ
ま
た
は
低
所
得
者
Ⅱ
の
方

②
後
期
高
齢
者
医
療
保
険

　
認
定
区
分
が
低
所
得
者
Ⅱ
の
方

郵
送
時
期
・
郵
送
方
法

　

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
で
申
請
が

不
要
な
方
ま
た
は
６
月
中
に
新
規
申
請
を

し
た
方
に
は
、
７
月
下
旬
に
広
域
連
合
か

ら
保
険
証
と
一
緒
に
認
定
証
が
郵
送
さ
れ

ま
す
。
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
と
７
月

以
降
に
申
請
し
た
後
期
高
齢
者
医
療
被
保

険
者
に
は
、
７
月
下
旬
以
降
に
、
市
か
ら

認
定
証
を
郵
送
し
ま
す
。

7月下旬に郵送 8月からは新しい保険証で
後期高齢者医療被保険者証 だいだい色

国民健康保険被保険者証 青色

国民健康保険被保険者証兼高齢受給者証 青色

問い合わせ　保健医療課　☎59-2141

（注１） 昭和20年１月２日以降に生まれた70歳以上の被保険者の属する世帯
の基礎控除後の課税所得額の合計額が210万円以下の場合も「一般」
と判定し２割負担になります。

（注２） 単身世帯とは、同一世帯の被保険者が１人の世帯。複数世帯とは、
同一世帯に被保険者が２人以上いる世帯です。
また、70歳以上の世帯員とは令和４年８月１日時点で70歳以上75歳
未満の国民健康保険被保険者の方です。
なお、国民健康保険の方で世帯に国民健康保険から後期高齢者医療制
度に移行した方がいる場合は、その方の収入も合わせて520万円未満

※1　栄養士による食事療養が行われているなど、一定の要件を満たす届け出をしている医療機関に入院したとき。それ以外は、420円となります。
※2　過去12カ月で90日を超える入院があった場合に長期入院該当となります。
※3　国民健康保険の場合は、「同一世帯の世帯主および国民健康保険被保険者」となります。

（表１）　負担割合の判定基準
【国民健康保険】
同一世帯の70歳以上75歳未満の
被保険者の市民税課税所得の金額 負担割合

145万円以上 3割
145万円未満 2割 同一世帯の被保険者および70歳

以上の世帯員の収入合計 負担割合

複数世帯…520万円未満
単身世帯…383万円未満

2割（国保）
1割（後期）

同一世帯の後期高齢者医療被保険者
の市民税課税所得の金額 負担割合

145万円以上 3割
145万円未満 1割

【後期高齢者医療保険】　※令和４年９月30日まで

市民税課税所得が145万円以上でも次の場合は、申請により負
担割合が変わります。

となります。
（注３） 課税所得とは、地方税法上の扶養控除など各種控除後の所得を指し

ます。
（注４） 収入とは、「市民税の課税所得額の計算上収入金額とすべき収入」を

指します。
（例）令和４年８月～令和５年７月の判定…令和３年中（１月～12月）
の収入であり、令和４年１月１日の属する年度分の地方税法の規定に
よる市民税の課税所得額の計算上収入額とすべき金額。（事業・不動
産などの収入も含む）

（表２）　限度額認定証（認定証）自己負担限度額・標準負担額一覧
（国民健康保険、後期高齢者医療以外の保険に加入されている方はこの表と異なる場合があります）

70歳未満の方（国民健康保険被保険者）

70歳以上の方（国民健康保険被保険者）および後期高齢者医療被保険者

区　分 自己負担限度額
（1カ月）

標準負担額
（1食）

療養病床入院の場合の標準負担額
食費（1食） 居住費（1日）

基礎控除後の「総所得金額等」が
９０１万円を超える世帯
（認定証に「ア」と表記）

252,600円＋（医療費－842,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、4回目から

140,100円となります。

460円 460円
（※1）

370円

基礎控除後の「総所得金額等」が
６００万円を超え９０１万円以下の世帯

（認定証に「イ」と表記）
167,400円＋（医療費－558,000円）×1％

ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、4回目から
93,000円となります。

基礎控除後の「総所得金額等」が
２１０万円を超え６００万円以下の世帯

（認定証に「ウ」と表記）
80,100円＋（医療費－267,000円）×1％

ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、4回目から
44,400円となります。

基礎控除後の「総所得金額等」が
２１０万円以下の世帯
（認定証に「エ」と表記）

57,600円
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、4回目から

44,400円となります。

市民税非課税世帯
同一世帯の世帯主，被保険者全員が市

民税非課税の世帯
（認定証に「オ」と表記）

35,400円
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、4回目から

24,600円となります。

210円
長期入院該当
160円（※2）

210円 370円〔　　〕

区　分 自己負担限度額
（1カ月）

標準負担額
（1食）

療養病床入院の場合の標準負担額
食費（1食） 居住費（1日）

現役並み所得者
保険証の負担割合が3割

Ⅲ
（認定証は不要）
課税所得690万円以上

252,600円＋（医療費－842,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から140,100円となります。

460円 460円
（※1）

370円

Ⅱ
課税所得380万円以上
　　　　690万円未満

167,400円＋（医療費－558,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から93,000円となります。

Ⅰ
課税所得145万円以上
　　　　380万円未満

80,100円＋（医療費－267,000円）×1％
ただし、過去12カ月で4回以上該当した場合は、

4回目から44,400円となります。

一　般
保険証の負担割合が2割で市民税課税世帯
（認定証は不要）

入院 ：57,600円
（4回目以降は、44,400円）

外来 ：18,000円
（8月～翌年7月の年間限度額は144,000円）

市
民
税
非
課
税
世
帯

低所得者Ⅱ
同一世帯の世帯員全員※3が市民税非課税
（認定証に「区分Ⅱ」と表記）

入院 ：24,600円

外来 ： 8,000円

210円
長期入院該当
160円 ※2

210円 370円

低所得者Ⅰ
同一世帯の世帯員全員※3が市民税非課税で、世帯
の各所得が必要経費・控除（年金の所得は控除額を
80万円で計算）を差し引いたときに0円となる方
（認定証に「区分Ⅰ」と表記）

入院 ：15,000円

外来 ： 8,000円
100円

130円
老齢福祉年金
受給者
100円

370円
老齢福祉年金
受給者
0円

〔　　〕

〔　　〕〔　　〕
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後
期
高
齢
者
医
療
保
険

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
は
、
75

歳
以
上
の
方
（
65
歳
以
上
75
歳
未

満
の
一
定
程
度
の
障
害
が
あ
る
方

で
、
申
請
に
よ
り
広
域
連
合
の
認

定
を
受
け
た
方
を
含
む
）
を
対
象

と
し
た
医
療
制
度
で
す
。

保
険
料
の
決
め
方

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
、

被
保
険
者
一
人
一
人
が
保
険
料
を

納
め
ま
す
。
保
険
料
額
は
、
被
保

険
者
の
所
得
に
応
じ
て
負
担
す
る

「
所
得
割
額
」
と
、
被
保
険
者
全

員
が
等
し
く
負
担
す
る
「
均
等
割

額
」
の
合
計
額
に
な
り
ま
す
。

保
険
料
の
納
付
方
法

【
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）】

　
次
に
該
当
す
る
方
が
対
象
で
す
。

①
年
金
受
給
額
が
年
額
18
万
円
以

上
の
方

②
介
護
保
険
料
が
特
別
徴
収
で
、

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
と
介

護
保
険
料
と
の
合
計
額
が
年
金

受
給
額
の
２
分
の
１
以
下
の
方

【
普
通
徴
収（
納
付
書
払
い
・
口
座
振
替
）】

　
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
方

な
ど
が
対
象
で
す
。

①
75
歳
に
な
っ
た
ば
か
り
の
方

②
他
市
区
町
村
か
ら
本
市
へ
転
入

し
た
ば
か
り
の
方

③
そ
の
他
、
特
別
徴
収
の
事
由
に

該
当
し
な
い
方

※
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
方
で

も
、
申
し
出
を
す
れ
ば
口
座
振
替

で
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す

（
事
前
に
金
融
機
関
で
の
手
続
き

が
必
要
で
す
）。

保
険
料
額
の
決
定

　
７
月
中
旬
に
保
険
料
額
決
定
通

知
書
を
送
付
し
ま
す
。

後期高齢者医療（保険料の決め方）

所得の低い方の軽減
　○均等割額の軽減について

世帯内の被保険者と世帯主の前年所得の合計額
（　　部分は年金・給与所得者★の数が２人以上の場合に計算します） 軽減後の均等割額

43万円＋10万円×（年金・給与所得者等の数－１）以下の場合 ７割軽減
13,752円／年

43万円 ＋ （28万5千円 × 世帯内の被保険者数）
　　　　  ＋10万円×（年金・給与所得者等の数－１）以下の場合

５割軽減
22,920円／年

43万円 ＋ （52万円 × 世帯内の被保険者数）
　　　　  ＋10万円×（年金・給与所得者等の数－１）以下の場合

２割軽減
36,672円／年

　　★「年金・給与所得者」とは、給与所得または公的年金に係る雑所得がある方です。
　　 ㊟均等割額の軽減は、世帯内の被保険者と世帯主の所得の合計で判定します。ただし、次の①・②については所得割額で
用いる総所得金額等とは取り扱いが異なります。

　　①  65歳以上の方で公的年金等控除の適用がある方は、公的年金等に係る所得から15万円を限度として控除します。た
だし、障害認定（65歳）の被保険者で保険料算定に64歳時の所得・課税情報を使用する対象者は含まれません。

　　②　「専従者控除」、「居住用財産や収用により譲渡した場合等の課税の特例」の適用はありません。

　　※ 後期高齢者医療制度加入直前に、国保および国保組合を除く健保組合等の被扶養者であった方については資格取得
後２年を経過する月までの間に限り、均等割額が５割軽減となり、所得割額の負担はありません。ただし、表中の均等
割額の７割軽減にも該当する方については、７割軽減が適用されます。

　　※ 軽減判定は、賦課期日（令和４年４月１日または資格取得日）時点で行われます。賦課期日後に世帯異動があった場合
でも再判定は行いません。

　　※所得等の申告がない場合は、軽減されないことがあります。

所得割額＝（総所得金額等－基礎控除）×0.0867
※総所得金額等とは、収入から控除額等を差し引い
て算出される金額のことで、社会保険料控除等の
各種所得控除前の金額です。また、退職所得以外
の分離課税の所得金額も総所得金額等に含まれ
ます。

※基礎控除は、前年の合計所得金額から43万円を差
し引いた金額です。（所得により例外もあります）

後 期 高 齢 者 医 療 保 険

保
険
料
率

保
険
料
率
がが

決
定
決
定
し
ま
し
た

し
ま
し
た
――

均等割額
45,840円

※所得割額
所得割率8.67％

年間保険料
（限度額66万円）＋ ＝

ほ け ん

国
民
健
康
保
険

　
令
和
４
年
度
の
国
民
健
康
保
険

の
保
険
料
率
が
表
の
と
お
り
決
定

し
ま
し
た
。

　
納
付
通
知
書
は
７
月
中
旬
に
世

帯
主
宛
て
に
送
付
し
ま
す
。
世
帯

主
が
国
民
健
康
保
険
の
加
入
者
で

な
い
場
合
で
も
、
納
付
義
務
者
は

世
帯
主
と
な
る
た
め
宛
先
は
世
帯

主
に
な
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
世

帯
主
を
擬
制
世
帯
主
と
い
い
ま
す
。

保
険
料
の
納
付
方
法

【
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）】

世
帯
の
国
民
健
康
保
険
加
入
者
全

員
が
65
歳
以
上
で
、
次
の
要
件
を

全
て
満
た
す
場
合
、
保
険
料
が
世

帯
主
の
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま

す
。

①
世
帯
主
が
国
民
健
康
保
険
加
入

者
で
年
度
内
に
75
歳
に
到
達
し
な

い
。

②
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
年
金

が
年
額
18
万
円
以
上
で
あ
る
。

③
世
帯
主
の
介
護
保
険
料
が
特
別

徴
収
さ
れ
て
い
る
。

④
介
護
保
険
料
と
の
天
引
き
額
の

合
計
が
、
年
金
受
給
額
の
２
分

の
１
以
下
で
あ
る
。

【
普
通
徴
収（
納
付
書
払
い
・
口
座
振
替
）】

　
特
別
徴
収
の
要
件
に
該
当
し
な

い
方
や
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し

た
ば
か
り
の
方
な
ど
は
、
納
付
書

ま
た
は
口
座
振
替
で
納
付
し
て
く

だ
さ
い
。

※
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
方
で

も
、
申
し
出
を
す
れ
ば
口
座
振
替

で
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す

（
事
前
に
金
融
機
関
で
の
手
続
き

が
必
要
で
す
）。

○国民健康保険の保険料率
　国民健康保険料は、医療分、後期高齢者支援金分（支援金分）および介護分で構成され、それぞれ所得割、均等割および平等
割を合計した額が賦課されます。

医療分
（加入者全員）

支援金分
（加入者全員）

介護分
（40歳から64歳の方） 計　算　方　法

①所得割 6.86％ 2.52％ 2.04％ 基準総所得金額×所得割率
②均等割  26,615円   9,607円  10,071円 均等割×世帯内の加入者数
③平等割  18,024円   6,506円   4,911円 １世帯当たりの金額
賦課限度額 650,000円 200,000円 170,000円 ①から③の合計額の上限

※65歳以上の加入者は介護保険料個別納付になるため、介護分の負担はありません。
※所得割の算定に用いる「基準総所得金額」とは、令和３年中の総所得金額等から43万円を差し引いた金額です。ここでいう
「総所得金額等」とは、給与所得や申告分離課税の配当所得などの各種所得の合計額で、各種所得控除を差し引く前の金額
です（国民健康保険では退職所得は含みません）。所得割の算定では、雑損失の繰越控除の適用はありません。

○国民健康保険料の軽減
（１）低所得世帯にかかる保険料の軽減
　次の所得の世帯の方は、保険料の均等割額と平等割額が軽減されます。

擬制世帯主と国民健康保険加入者の令和３年中の総所得金額等の合計額 軽減割合
43万円以下の世帯＋10万円×(給与所得者等の数－1) ７割

43万円＋(28万5千円×加入者数)＋10万円×(給与所得者等の数－1)以下の世帯 ５割
43万円＋(52万円×加入者数)＋10万円×(給与所得者等の数－1)以下の世帯 ２割

※給与所得者等とは、給与所得者（給与収入55万円超え）と公的年金などの支給（60万円超え（65歳未満）または110万円超え
（65歳以上））を受けるもの。

（２）未就学児にかかる保険料の軽減
　 　子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、今年度より未就学児（平成28年４月２日以降生まれの方）にかかる保険料の
均等割額が５割軽減されます。

所得の基準による均等割額の軽減 未就学児以外の方の均等割額軽減割合 未就学児の均等割額軽減割合
７割軽減世帯 ７割 8.5割
５割軽減世帯 ５割 7.5割
２割軽減世帯 ２割 ６割
軽減なし世帯 軽減なし ５割

※「（１）低所得世帯にかかる保険料の軽減」に該当する世帯は、軽減後の均等割額から５割軽減されます。

国 民 健 康 保 険

国保・
後期高齢

問い合わせ　市民税務課　☎59-2128
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Health Care
サイトをスマホで確認

　
熱
中
症
と
は
、
体
温
並
み
の
気

候
の
中
、
汗
を
か
き
体
の
水
分
が

少
な
く
な
る
こ
と
で
、
体
に
熱
が

こ
も
っ
た
状
態
を
い
い
ま
す
。
特

に
「
気
温
が
高
い
・
湿
度
が
高
い
・

風
が
弱
い
・
日
差
し
が
強
い
日
」

は
注
意
が
必
要
で
す
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
り
、
感
染
防
止

の
3
つ
の
基
本
で
あ
る
①
身
体
的

距
離
の
確
保
②
マ
ス
ク
の
着
用
③

手
洗
い
や
、「
3
密
（
密
集
、密
接
、

密
閉
）」
を
避
け
る
な
ど
の
生
活

様
式
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
熱

中
症
予
防
の
ポ
イ
ン
ト
と
し
て
以

下
の
こ
と
に
注
意
し
て
、
夏
を

ク
ー
ル
に
乗
り
切
り
ま
し
ょ
う
！

高齢者、子ども、
障害者の方は、熱
中症になりやすい
ため十分に注意し
ましょう。周囲の
方からも積極的な
声かけをお願いし
ます。 

熱中症の
 主な症状

適宜マスクをはずしましょう
・ 気温や湿度の高い中でのマス
ク着用は要注意。

・ マスクを着用しているとき
は、負荷のかかる作業や運動
を避け、周囲との距離を十分
にとった上で、適宜マスクを
はずして休息を。

こまめに水分補給しましょう
・ のどが渇く前に水分補給。
・ １日あたり 1.2 リットルを目
安に。

・ 大量に汗をかいたときは塩分
も忘れずに。

日頃から健康管理をしましょう
・ 日頃から体温測定、健康
チェック。

・ 体調が悪いと感じたときは、
無理せず自宅で静養。

暑さに備えた体作りをしましょう
・ 暑くなり始めの時期から適度
に運動をしましょう。
・ 「やや暑い環境」で「ややき
つい」と感じる強度の運動に
する。

暑さを避けましょう
・ エアコンを利用するなど、部
屋の温度を調整。
・ 感染症予防のため、換気扇や
窓開放によって換気をしつつ
エアコンの温度設定をこまめ
に調整。
・ 暑い日や時間帯は無理をしな
い。
・ 涼しい服装にする。
・ 急に暑くなった日などは特に
注意する。

　
６
月
４
日
、
ア
ゼ
リ
ア
お
お
た

け
で
『
よ
く
噛
め
る
８
０
２
０
達

成
者
表
彰
式
』
が
行
わ
れ
、
80
歳

に
な
っ
て
も
自
分
の
歯
を
20
本
以

　
６
月
４
日
、
ア
ゼ
リ
ア
お
お
た

け
で
『
子
ど
も
の
歯
を
守
る
つ
ど

い（
予
約
制
）』を
開
催
し
ま
し
た
。

上
維
持
し
て
い
る
28
人
の
方
が
表

彰
を
受
け
ま
し
た
。

歯
の
な
ん
で
も
相
談
33
人
、
矯
正

相
談
６
人
の
参
加
が
あ
り
普
段
気

に
な
っ
て
い
る
歯
並
び
や
、
お
口

の
健
康
な
ど
に
つ
い
て
、
相
談
し

て
い
ま
し
た
。

熱中症予防行動のポイント

顔が赤い、意識障害がある、
まっすぐ歩けないなど

頭ががんがんする、吐き気
がする、体がだるい

めまい、立ちくらみ、筋肉
のこむら返り、手や口のし
びれ、脈が速い、汗が拭い
ても拭いても出てくる

よく噛
か

める

8020
　 達成者表彰

第39回
子どもの歯を
守るつどい

開催
問い合わせ
　大竹地区歯科衛生連絡協議会（保健医療課内）
　☎59-2153

コ
ロ
ナ
に
も
、

暑
さ
に
も
負
け
ず

夏
を
ク
ー
ル
に
乗
り
切
ろ
う
！

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

問
い
合
わ
せ　

保
健
医
療
課　

☎
59
２
１
４
０

○ 熱中症に関する
詳しい情報（環
境省）

○ 新型コロナウイル
ス感染症に関する
情報（厚生労働省）

ほ け ん
　

第
１
号
被
保
険
者
（
65
歳
以
上
の
方
）

の
介
護
保
険
料
は
、
３
年
ご
と
に
改
定
が

行
わ
れ
ま
す
。
本
市
の
令
和
３
〜
５
年
度

の
介
護
保
険
料
は
表
の
と
お
り
で
す
。
納

入
通
知
書
は
７
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。

保
険
料
の
納
付
方
法

【
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）】

　

特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
年
金
を
年
額

18
万
円
以
上
受
給
し
て
い
る
方
は
、
原
則

と
し
て
保
険
料
が
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ

ま
す
。

【
普
通
徴
収
（
納
付
書
払
い
・
口
座
振
替
）】

　

年
金
受
給
額
が
年
額
18
万
円
未
満
の
方

や
65
歳
に
な
っ
た
ば
か
り
の
方
、
他
市
区

町
村
か
ら
本
市
へ
転
入
し
た
ば
か
り
の
方

な
ど
は
、
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
で
納

付
し
て
く
だ
さ
い
。

　

７
月
１
日
か
ら
人
権
擁
護
委
員
と
し

て
、
新
た
に
池
上
宏
さ
ん
、
土
坂
マ
チ

子
さ
ん
が
任
命
さ
れ
ま
し
た
。

　

現
在
、
人
権
擁
護
委
員
は
在
任
中
の
古

原
陽
子
さ
ん
、
弘
兼
秀
子
さ
ん
、
前
安
井

美
千
子
さ
ん
、
正
木
靜
夫
さ
ん
、
山
本
竹

生
さ
ん
と
合
わ
せ
て
７
人
で
す
。

　

人
権
擁
護
委
員
は
、
市
町
村
長
が
推
薦

し
、
法
務
大
臣
の
委
嘱
を
受
け
て
、
国
民

一
人
一
人
の
人
権
を
守
る
た
め
に
活
動
し

て
い
ま
す
。

新
た
に
任
命
さ
れ
た
人
権
擁
護
委
員

人
権
擁
護
委
員
が

任
命
さ
れ
ま
し
た
。

　
　

問
い
合
わ
せ

　
　
　

自
治
振
興
課　

☎
59
２
１
４
５

令和４年度
介護保険料決定

問い合わせ
　市民税務課　☎59-2128

第１号被保険者の介護保険料
段　階 対　　　　象　　　　者 保険料率 年間保険料

第１段階

老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税非課税の方または生活保護を
受給している方

0.30 17,586円

世帯全員が市民税非課税
本人の前年の合計所得金
額（課税年金収入に係る
雑所得を除く）と課税年
金収入の合計

80万円以下

第２段階 80万円超え
120万円以下 0.50 29,310円

第３段階 120万円超え 0.70 41,034円

第４段階
本人が市民税非課税で
世帯の誰かが市民税課税

80万円以下 0.87 50,999円

第５段階 80万円超え 1.00
（基準） 58,620円

第６段階

本人が市民税課税 本人の前年の
合計所得金額

125万円未満 1.20 70,344円

第７段階 125万円以上
190万円未満 1.30 76,206円

第８段階 190万円以上
290万円未満 1.50 87,930円

第９段階 290万円以上
400万円未満 1.60 93,792円

第10段階 400万円以上
600万円未満 1.75 102,585円

第11段階 600万円以上 1.85 108,447円

※ 介護保険料の算定に使用する合計所得金額は、租税特別措置法に規定される長期譲渡所得等に係る特別控除を適用後の
金額となります。

土坂マチ子さん 池上　宏さん
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